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資料№１

広　　島　　労　　働　　局

令和７年５月１日現在

区 分 氏            名 現　　　　　　　　　　職

岡 田　行 正 広島修道大学　教授

酒 井　朋 子 税理士

中 原　良 子 弁護士

三 井　正 信 安田女子大学　教授

村 上  恵 子 県立広島大学　教授　　

佐 﨑　𠮷 宏 日本基幹産業労働組合連合会広島県本部　事務局長

角　直樹　 電機連合広島地域協議会事務局長

橋 本 　　聡 日本労働組合総連合会広島県連合会　副事務局長

林　秀彦 ＪＡＭ山陽広島県連絡会　事務局長

藤村　直樹 自動車総連広島地方協議会　幹事

池久保　典也 株式会社 池久保電工社　代表取締役社長

木村　康宏 広島県経営者協会　専務理事

蔵田　秀和 広島県中小企業団体中央会　専務理事

長谷川　信男 広島県商工会連合会　専務理事

　光村　暢純 ミツヤ工業株式会社　代表取締役社長
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令和７年度　特定最低賃金の改正申出状況

整理
番号

産業別最低賃金件名 申出代表労組等
①適用
労働者
数

②申出
合意者

合意
率②
÷①

申出
月日

受理
月日

備考

1

製鉄業、鋼材、銑鉄鋳物、可
鍛鋳鉄製造業、その他の鉄鋼
業
（E220,2211,223,2251,2252,
229,L7282)

日本基幹産業労働組合連合
会
広島県本部
委員長　谷口　英男 9,461 5,031 53.2% 6/2 6/18 協約

2

建設用・建築用金属製品、そ
の他の金属製品製造業
（E240,244,249,L7282）

ＪＡＭ山陽広島県連絡会
会長　薮本　敬士

7,346 3,297 44.9% 6/19 6/20 公正

3

はん用機械器具、生産用機械
器具、業務用機械器具製造業
（E25,26,270,271,272,L7282
）

日本基幹産業労働組合連合
会
広島県本部
委員長　谷口　英男 27,724 9,795 35.3% 6/19 6/20 公正

4

電子部品・デバイス・電子回
路、電気機械器具、情報通信
機械器具製造業
（E28,290,291,292,296,2971
,
2972,300,301,302,L7282)

電機連合中国地域協議会
事務局長　角　直樹

13,348 4,717 35.3% 6/10 6/18 協約

5

自動車・同附属品製造業
（E310,311,L7282）

全日本自動車産業労働組合
総連合会広島地方協議会
議長　金子　哲二

31,398 25,060 79.8% 6/20 7/1 協約

6

船舶製造・修理業、舶用機関
製造業
（E310,313,L7282）

日本基幹産業労働組合連合
会
広島県本部
委員長　谷口　英男 9,359 3,533 37.7% 6/5 6/18 公正

7

各種商品小売業
（I560,561,569,L7282）

ＵＡゼンセン
広島県支部
支部長　香西　真

5,414 5,768 106.5% 7/1 7/1 協約

8

自動車小売業
（I590,5911,5912,5913,
L7282）

全日本自動車産業労働組合
総連合会広島地方議会販売
部門連絡会
委員長　宮田　泰治 11,560 3,778 32.7% 7/25 7/28 公正

注

２　適用労働者数は、「令和３年事業所統計調査」等により算定した数値である。

資料№２

広島労働局
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１　「件名」欄の（　）内は、令和６年（各種商品小売業は平成25年）日本標準産業分類に基づく産業分類番号を示す。



令和７年度　特定最低賃金の決定申出状況

整理
番号

産業別最低賃金件名 申出代表労組等
①適用
労働者
数

②申出
合意者

合意
率②
÷①

申出
月日

受理
月日

備考

1

広島県各種商品、各種食料品
小売業
（I560,561,580,581,6031,60
91,L7282）

ＵＡゼンセン
広島県支部
支部長　香西　真

38,212 22,062 58.0% 7/1 7/1 公正

注 １　「件名」欄の（　）内は、平成25年改定日本標準産業分類に基づく産業分類番号を示す。

２　適用労働者数は、「令和３年事業所統計調査」等により算定した数値である。

資料№３

広島労働局
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